
公          告 

 

下記のとおり制限付き一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16号）第 167条

の６及び焼津市契約規則（昭和 53年焼津市規則第 15号）第６条の規定に基づき公告する。 

本工事の入札執行等については、総合評価落札方式（簡易型Ⅱ・事前審査型）により行うものとする。

この入札は、静岡県共同利用電子入札システムにより執行する。 

 

令和８年 10月９日 

焼津市長 中野 弘道    

 

記 

 

１  入札に付する事項等 

(1) 入札番号 第 165号（電子入札番号 10165） 

(2) 工 事 名 令和 8･9･10年度 焼津文化会館大規模改修工事（機械設備工事）（債務負担行為） 

(3) 工事場所 焼津市三ケ名地内 

(4) 工事概要 焼津文化会館の老朽化に伴う大規模改修工事 

(5) 予定工期 令和８年 12月中旬から令和 10年 10月下旬まで 

(6) 予定価格 事後公表 

 

２  入札参加形態等 

焼津市建設工事共同企業体取扱要綱（平成 11 年焼津市告示第 97 号。以下「共同企業体要綱」とい

う。）第２条第１号に定める特定建設工事共同企業体（以下「共同企業体」という。）とし、施工方法は

共同施工方式とする。 

 

３  入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

焼津市競争入札参加者の資格に関する要綱（平成 23年焼津市告示第 310号）に基づき、有資格者名

簿に登録されている者によって構成され、次に掲げる条件をすべて満たしていることについて確認を

受けた共同企業体であること。 

(1) 共同企業体の資格要件 

① 構成員の数 ２者 

② 構成員の組合せ 

３(2)の代表構成員の資格要件を満たす１者と３(3)のその他構成員の資格要件を満たす 1 者の組

合せとする。 

③ 結成方法 自主結成 

④ 出資比率 

共同企業体の代表者の出資比率は、構成員中最大であること。また、出資比率の最小限度基準は

30％以上とする。 



⑤ 存続期間 

次に掲げる共同企業体の区分に応じて、それぞれ定める期間とする。 

ア 当該工事の請負契約の相手方となった共同企業体は、成立してから当該工事の完成後３ヶ月

以上は存続するものとする。 

イ 当該工事の請負契約の相手方とならなかった共同企業体は、成立してから、当該工事の請負契

約が締結された日まで存続するものとする。 

(2) 代表構成員の資格要件 

① 焼津市競争入札参加者の資格に関する要綱(平成 23年焼津市告示第 310号)に基づき、管工事に

係る有資格者名簿に登録されている者であること。 

② 建設業法（昭和 24 年法律第 100号）第３条の規定に基づき、管工事業に係る特定建設業の許可

を受けていること。 

③ 有資格者名簿に登録されている者のうち、本公告時に当該名簿に登録されている建設業法第３

条第１項の規定に基づく営業所（本店、支店又は営業所）の所在地を焼津市、藤枝市又は島田市内

に有する、若しくは本店の所在地を静岡市に有する者であること。 

④ 建設業法第 27 条の 23 第１項に規定する経営事項審査における管工事の総合評定値（審査基準

日が開札日より１年７ヶ月以内のものに限る。）が 900点以上の者であること。 

⑤ 次の全ての条件を満たす国又は地方公共団体が発注した公共工事の元請施工実績がある者であ

ること。ただし、共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が 20％以上のものに限る。 

ア 平成 23年４月１日から本公告日までの間に完成し、引渡しが完了している工事 

イ 請負金額 8,000万円以上の管工事 

⑥ 配置予定技術者は、建設業法第 26 条に規定する管工事に係る監理技術者(監理技術者資格者証

(管)の交付を受けている者で監理技術者講習を受講したものをいう。)の資格を有する者であるこ

と。 

⑦ 建設業法に基づく管工事業の許可を有してからの営業年数が３年以上あること。 

⑧ 建設業法第 28条第３項の規定による営業停止の期間中でないこと。 

⑨ 焼津市競争契約入札心得（建設工事等）に定める入札に参加する資格のない者に該当していない

こと。 

⑩ 本件工事に係る設計業務等の受託者（（株）綜企画設計 東京都中央区日本橋蛎殻町 1-30-5）又

は当該受託者と資本若しくは人事面において関連のある者でないこと。 

(3) その他構成員の資格要件 

① 焼津市競争入札参加者の資格に関する要綱（平成 23年焼津市告示第 310号）に基づき、管工事

に係る有資格者名簿に登録されている者であること。 

② 有資格者名簿に登録されている者のうち、本公告時に当該名簿に登録されている建設業法第３

条第１項の規定に基づく主たる営業所（本店）の所在地を焼津市内に有する者であること。 

③ 建設業法第 27 条の 23 第１項に規定する経営事項審査における管工事の総合評定値（審査基準

日が開札日より１年７ヶ月以内のものに限る。）が 700点以上の者であること。 

④ 建設業法に基づく管工事業の許可を有してからの営業年数が３年以上あること。 

⑤ 建設業法第 28条第３項の規定による営業停止の期間中でないこと。 



⑥ 焼津市競争契約入札心得（建設工事等）に定める入札に参加する資格のない者に該当していない

こと。 

⑦ 本件工事に係る設計業務等の受託者（（株）綜企画設計 東京都中央区日本橋蛎殻町 1-30-5）又

は当該受託者と資本若しくは人事面において関連のある者でないこと。 

 

４  設計図書等の入手方法 

入札参加申請者は、次に掲げるところにより設計図書等を入手すること。 

(1) 入手期間 令和８年 11月 30日（月）まで 

(2) 入手方法 次の入札情報サービス（PPI）からダウンロードにより入手すること。 

https://www.ppi.cals-shiz.jp/ebidPPIPublish/EjPPIj 

 

５  入札参加資格確認申請 

本件入札に参加を希望する者は、次に掲げるところにより申請を行い、入札参加資格の確認を受けな

ければならない。 

(1) 申請期間 公告日の翌日から令和８年 11月６日（金）まで 

（土曜日、日曜日及び休日を除く。） 

午前９時から午後９時まで（申請期間最終日は、午後５時までとする。） 

※持参の場合 午前９時から午後５時まで 

(2) 申請方法 電子入札システムにより入札参加資格審査申請書（焼津市建設工事共同企業体取扱要

綱第２号様式）を提出すること。なお、(4)から(6)の提出書類については、電子入札シス

テムによる提出を原則とするが、電子ファイルの容量が大きくシステムによる提出がで

きない場合は、（3）の提出場所へ持参すること。郵送及びファクシミリによるものは、受

け付けない。共同企業体においては、焼津市電子入札運用基準第３の４に基づき代表構成

員が単体企業として利用者登録済みの ICカードを用いること。 

(3) 提出場所 焼津市役所本庁舎４階（焼津市本町二丁目 16番 32号） 

焼津市総務部契約検査課  電話番号 054-626-1119 

(4) 共同企業体の入札参加資格に係る提出書類 

様式については、焼津市ホームページ及び入札情報サービス（PPI）に掲載する。 

また、②及び③の様式について、電子ファイルを提出する場合は、落札決定後に契約担当課へ原本

を提出すること。 

① 特定建設工事共同企業体協定書の写し（共同企業体要綱第３号様式） 

② 委任状（共同企業体要綱第４号様式） 

③ 使用印鑑届（共同企業体要綱第５号様式） 

④ 電子入札利用届（JV用）（焼津市電子入札運用基準第３号様式） 

(5) 代表構成員の入札参加資格に係る提出書類 

①及び②の様式については、焼津市ホームページ及び入札情報サービス（PPI）に掲載する。 

① 同種工事等の施工実績表（焼津市制限付き一般競争入札取扱要領（建設工事等）第３号様式） 

施工実績の証明となる書類（工事名、発注機関名、履行場所、工期、受注形態、工事概要、発注者・



受注者の押印が確認できる書類又はコリンズに基づく登録内容が確認できる書類。共同企業体と

しての施工実績（出資比率が 20%以上のものに限る。）を記載した場合、共同企業体に係る協定書。）

の写しを添付すること。 

② 配置予定技術者等の資格・工事経歴表（焼津市制限付き一般競争入札取扱要領（建設工事等）第

４号様式） 

ア 工事経験の概要等欄については、記入不要とする。 

イ 他の工事に配置されている技術者が、従事している工事の完了等により工期開始日までに本

工事に確実に配置できる見込みがある場合は、当該技術者を配置予定技術者とすることができ

る。 

ウ 次の書類の写しを添付すること。 

(ｱ) 配置予定技術者の資格・免許等が確認できる書類の写し及び監理技術者資格者証の写し（表

裏両面） 

(ｲ) 配置予定技術者との入札参加資格確認申請日以前３ヵ月以上の雇用関係を証明することが

できる書類（所属建設業者の商号及び雇用期間が確認できる、雇用保険被保険者資格取得等確

認通知書、住民税特別徴収税額通知書等）の写し 

③ 総合評定値通知書（建設業法施行規則（昭和 24年建設省令第 14号）様式第 25号の 12）の写し

（審査基準日が９(3)に規定する開札日から１年 7ヵ月以内のもの） 

④ 建設業許可申請書（建設業法施行規則様式第１号）別紙２(1)又は(2)の営業所一覧表の写し 

⑤ 配置予定技術者が営業所の専任技術者でないことが確認できる書類（専任技術者の最新の状況

を確認できる、営業所技術者等証明書（建設業法施行規則様式第８号）又は建設業許可申請書（建

設業法施行規則様式第１号）別紙４の営業所技術者等一覧表）の写し 

(6) その他構成員の入札参加資格に係る提出書類 

① 配置予定技術者等の資格・工事経歴表（焼津市制限付き一般競争入札取扱要領（建設工事等）第

４号様式） 

ア 申請様式は、焼津市ホームページ及び入札情報サービス（PPI）に掲載する。 

イ 工事経験の概要等欄については、記入不要とする。 

ウ 他の工事に配置されている技術者が、従事している工事の完了等により工期開始日までに本

工事に確実に配置できる見込みがある場合は、当該技術者を配置予定技術者とすることができ

る。 

エ 次の書類の写しを添付すること。 

(ｱ) 配置予定技術者の資格・免許等が確認できる書類の写し 

(ｲ) 配置予定技術者との入札参加資格確認申請日以前３ヵ月以上の雇用関係を証明することが

できる書類（所属建設業者の商号及び雇用期間が確認できる、雇用保険被保険者資格取得等確

認通知書、住民税特別徴収税額通知書等）の写し 

② 総合評定値通知書（建設業法施行規則（昭和 24年建設省令第 14号）様式第 25号の 12）の写し

（審査基準日が９(3)に規定する開札日から１年 7ヵ月以内のもの） 

③ 建設業許可申請書（建設業法施行規則様式第１号）別紙２(1)又は(2)の営業所一覧表の写し 

④ 配置予定技術者が営業所の専任技術者でないことが確認できる書類（専任技術者の最新の状況



を確認できる、営業所技術者等証明書（建設業法施行規則様式第８号）又は建設業許可申請書（建

設業法施行規則様式第１号）別紙４の営業所技術者等一覧表）の写し 

(7) 提出書類の扱い 

①  作成費用は、申請者の負担とする。 

②  申請者に無断で他の用途に使用しない。 

③  返却しない。 

④  公表しない。 

⑤  提出期限後における申請書等の差し替え及び再提出は認めない。 

 

６  入札参加資格の確認 

(1) 入札参加資格の確認の結果は、令和８年 11 月 20 日（金）までに電子入札システムにより通知す

る。 

(2) 入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、次に掲げるところにより、その理由について説明を

求めることができる。 

① 受付期間 通知を受けた日から令和８年 11月 24日（火）まで 

午前９時から午後９時まで（受付期間最終日は、午後５時までとする。） 

② 受付方法 電子入札システムにより受け付ける。 

③ 回答 令和８年 11月 25日（水）までに電子入札システムにより回答する。 

 

７  設計図書等に関する質問等 

(1) 設計図書等に関する質問 

① 受付期間 令和８年 11月 13日（金）まで 

（土曜日、日曜日及び休日を除く。） 

午前９時から午後９時まで（最終日は午後５時までとする。） 

② 受付方法 電子入札システムにより受け付ける。 

(2) 質問に対する回答方法等 

令和８年 11月 19日（木）までに電子入札システムにより回答する。 

 

８  総合評価落札方式に係る評価項目及び評価基準等 

(1) 評価項目及び評価基準 別紙「総合評価落札方式の説明（機械設備工事）」のとおり 

(2) 提出資料の申請期間 公告日の翌日から令和８年 11月 13日（金）まで 

（土曜日、日曜日及び休日を除く。） 

午前９時から午後９時まで（申請期間最終日は、午後５時までとする。） 

※持参の場合 午前９時から午後５時まで 

(3) 申請方法 入札参加資格確認申請と同時に提出できる場合は、電子入札システムにより入札参加

資格確認申請書類と併せて提出すること。入札参加資格確認申請提出後に提出する場合

は、(4)に記載する電子メールで提出すること。なお、電子メールで提出した場合は、提

出後に契約検査課へ電話で確認をすること。電子ファイルの容量が大きくシステムや電



子メールによる提出ができない場合は、(4)の提出場所へ持参すること。郵送及びファク

シミリによるものは、受け付けない。 

(4) 提出場所 焼津市役所本庁舎４階（焼津市本町二丁目 16番 32号） 

焼津市総務部契約検査課  電話番号 054-626-1119 

メール keiyaku_kensa@city.yaizu.lg.jp 

(5) 提出資料 

①から⑤の様式については、焼津市ホームページ及び入札情報サービス（PPI）に掲載する。 

詳細については別紙「総合評価落札方式の説明（機械設備工事）」のとおり 

① 評価点確認申請書（様式２） 

② 企業の施工実績等（総合評価用）（様式３）及び根拠資料 

③ 配置予定技術者等の資格・工事経験等（総合評価用）（様式４）及び根拠資料 

④ 下請け予定一覧表（様式５） 

⑤ 建設機械保有状況（様式６）及び根拠資料 

⑥ その他技術提案（評価点）等を証明する根拠書類 

 

９  入札手続等 

(1) 入札書受付期間 令和８年 11月 27日（金）から令和８年 11月 30日（月）まで 

午前９時から午後９時まで（受付期間最終日は、午後１時までとする。） 

(2) 入札方法 電子入札システムにより提出すること。 

(3) 開札日時 令和８年 12月１日（火）午前９時 

(4) 開札場所 焼津市役所 本庁舎 会議室３Ａ（焼津市本町二丁目 16番 32 号） 

(5) 必要な書類 

① 入札書 

② 工事費内訳書 

本件入札においては、工事費内訳書の様式を指定しているため、４(2)の入札情報サービス（PPI）

からダウンロードした指定様式により作成し、電子入札システムにより提出すること。 

(6) 入札保証金 免除 

(7) 契約保証金 必要 

(8) 前払金 有 （別添の「債務負担行為等に係る契約の特約（建設工事）」による。） 

(9) 部分払 有 （別添の「債務負担行為等に係る契約の特約（建設工事）」による。） 

(10) 低入札価格調査 有 

(11) 失格判断基準 有 

(12) 入札金額 入札金額は、消費税及び地方消費税に係る免税又は課税事業者を問わず、見積もった

契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（いわゆる税抜額）を記載すること。 

(13) 入札の無効 無効となる入札は、焼津市競争契約入札心得（建設工事等）に定めるところによる。

また、入札参加資格があることを確認された者であっても、その後に入札参加資格停

止措置を受けた者など入札参加資格のない者が行った入札は、無効とする。 

(14) 落札者の決定方法 別紙「総合評価落札方式の説明（機械設備工事）」１(4)のとおり。なお、入



札価格が焼津市低入札価格調査取扱要領で規定する低入札価格調査の対象と

なった場合は、当該要領に基づく低入札価格調査を行い、落札者を決定する。 

(15) 入札執行回数 ２回を限度とする。なお、２回目の入札の実施に当たっては、焼津市電子入札運

用基準第８の８「再度の入札について」に定めるところによる。 

 

10  その他 

(1) 照会窓口は、焼津市生きがい・交流部文化振興課（焼津市役所本庁舎６階 焼津市本町二丁目 16

番 32 号 電話番号 054-626-9412）及び焼津市総務部契約検査課（焼津市役所本庁舎４階 焼津市本

町二丁目 16番 32号 電話番号 054-626-1119）とする。 

(2) 入札に参加しようとする者は、次のものを焼津市ホームページに掲載するので、精読した上、参加

すること。焼津市ホームページアドレス http://www.city.yaizu.lg.jp/ 

① 焼津市競争入札参加者の資格に関する要綱（平成 23年焼津市告示第 310号） 

② 焼津市競争入札参加資格停止措置要綱（平成 24年焼津市告示第 30号） 

③ 焼津市制限付き一般競争入札実施要綱（平成 11年焼津市告示第 40号） 

④ 焼津市制限付き一般競争入札取扱要領（建設工事等） 

⑤ 焼津市競争契約入札心得（建設工事等） 

⑥ 焼津市電子入札運用基準 

⑦ 焼津市低入札価格調査取扱要領 

⑧ 焼津市公共工事前金払及び部分払に関する取扱要領 

⑨ 焼津市建設工事の中間前金払に関する取扱要領 

⑩ 焼津市地域建設業経営強化融資制度に係る事務取扱要領 

⑪ 焼津市発注工事における監理技術者等に関する取扱要領 

⑫ 焼津市建設工事共同企業体取扱要綱 

(3) 電子入札システムを利用することができず、やむを得ず紙入札により入札参加したい場合の扱い

は、別に定めるところによる。 

(4) 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12年法律第 104号）の対象建

設工事である。 

(5) 本工事の請負契約については、落札者と仮契約を締結した上、焼津市議会の議決に付すべき契約

及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和 39年焼津市条例第 10号）第２条の規定による議決を

経たときに本契約が成立する。 

(6) 予定価格と最低入札金額との金額の差が少額である場合に限り、地方自治法施行令第 167 条の 2

第 1項第 8号の規定による随意契約をおこなうことがあります。 

http://www.city.yaizu.lg.jp/

